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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

 提出会社の状況 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

 ３．当社には関連会社はありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４．第10期の１株当たり配当額（725円00銭）には東証第一部上場記念配当（100円00銭）が含まれております。

５．当社は平成18年５月１日付をもって普通株式１株につき２株に分割しております。なお、第11期の１株当た

り当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出して

おります。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成16年 
11月１日 

至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
11月１日 

至平成18年 
４月30日 

自平成18年 
11月１日 

至平成19年 
４月30日 

自平成16年 
11月１日 

至平成17年 
10月31日 

自平成17年 
11月１日 

至平成18年 
10月31日 

売上高(千円) 15,877,627 19,132,170 23,281,809 34,475,337 40,854,126 

経常利益(千円) 1,070,621 1,237,956 1,429,202 2,206,520 2,514,311 

中間（当期）純利益（千円） 546,346 617,346 717,090 1,100,994 1,232,010 

持分法を適用した場合の投資利益 

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 1,963,732 1,989,434 1,989,434 1,968,118 1,989,434 

発行済株式総数（株） 51,392.4 51,652.4 103,304.6 51,452.4 103,304.6 

純資産額（千円） 7,918,631 9,094,729 10,389,295 8,482,051 9,709,393 

総資産額（千円） 11,779,609 13,566,175 15,087,021 12,829,909 14,354,236 

１株当たり純資産額（円） 154,088.96 176,083.83 100,573.82 164,665.73 93,992.01 

１株当たり中間(当期)純利益(円) 10,631.39 11,981.38 6,941.81 21,223.53 11,940.78 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
10,606.89 11,947.39 6,936.65 21,162.47 11,918.28 

１株当たり配当額(円) － － － 725.00 360.00 

自己資本比率（％） 67.2 67.0 68.9 66.1 67.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,182,664 1,051,782 1,455,143 3,090,161 2,956,176 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△1,501,275 △937,222 △846,702 △3,296,260 △2,153,084 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△4,916 154,091 △98,066 △120,219 10,201 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高（千円） 
537,139 802,801 1,858,875 534,347 1,348,091 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

512 

[3,190]

573 

[3,790]

668 

[4,461]

475 

[3,412]

528 

[3,941]
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２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

２．従業員数が当中間会計期間で140名増加（平均臨時雇用者数は520名増加）したのは、新規出店に伴う新規採

用等によるものであります。 

(2）労働組合の状況 

 当中間会計期間末においては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  なお、平成19年５月22日に「くら労働組合」を結成しております。当労働組合は、上部団体としてＵＩゼンセン

同盟に加盟しており、結成時点での組合員数は、2,515名であります。 

  平成19年４月30日現在

従業員数（人） 668（4,461） 
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第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、緩やかな景気回復基調をたどりましたが、高水準であった設備投資が減

速に転じ、賃金の伸び悩みと相俟って、戦後最長が続く景気回復も強い実感を伴わない状況が続いております。 

そのような経済環境の下、外食産業全体では、原油価格高騰による原材料価格の上昇や、企業間競争がより一層

激化する中、“食の安全”やサービスの品質に対する消費者の関心は一層高まり、環境対策と共に企業の取り組み

姿勢が問われる局面が続いております。 

このような状況の下、当社は経営理念であります“食の戦前回帰”の実現に向け、「安全・美味しい・安い」そ

して「楽しい」食事の提供に努力してまいりました。  

当社では、他社の追随を許さない当社独自の時間制限管理システムによる鮮度管理を徹底しております。また、

本部での遠隔操作によるカメラ監視により、レーン上に流れる商品の種類、量等を確認し、タイムリーに店舗に指

示・指導を行うことにより、高品質商品の供給力を高め、ご来店いただいたすべてのお客様にご満足をいただける

よう取り組んでまいりました。 

販売促進面におきましては、平成18年11月に「ブランド寿司と北の幸フェア」、12月は「冬のうまいもの市」、

平成19年２月には「ブランド寿司と魚介の宝庫日本海フェア」を、また３月には恒例の「春らんまんブランドフェ

ア」を実施、産地とブランドにこだわった季節感あふれる旬のネタをご提供し、顧客来店の動機付けを図ってまい

りました。 

また、携帯電話で登録した店舗の混雑情報の入手と、空席待ち順番予約ができる「携帯予約システム」の導入を

167店舗まで拡大、さらに、画期的な注文システム「タッチで注文」の設置店舗も170店舗へと拡大し、更なる顧客

満足度の向上を目指してまいりました。 

これらの結果、既存店売上は、当中間会計期間を通して前年同月比平均105.6％、来店客数においても同104.1％

と前年を超える実績を確保することができました。  

店舗開発につきましては、商圏人口、アクセス、近隣状況等出店候補地を厳選し、関西地区で１店舗(京都１店

舗）、関東地区で７店舗（東京１店舗・神奈川２店舗・埼玉２店舗・千葉１店舗・群馬１店舗）、中部地区で２店

舗（石川１店舗・富山１店舗）の合計10店舗を新規出店、一方で、関東地区で３店舗閉鎖したため、当中間会計期

間末の店舗数は、全て直営店で172店舗になりました。 

以上の結果、売上高232億81百万円(前年同期比21.7％増加)、営業利益13億44百万円（同17.2％増加）、経常利

益14億29百万円（同15.5％増加）、中間純利益７億17百万円(同16.2％増加)と増収増益になりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが14億55百万円の収入、投

資活動によるキャッシュ・フローが８億46百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが98百万円の支出と

なり、この結果、当中間会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）残高は、前事業年度末より５億

10百万円増加し、18億58百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は14億55百万円（前年同期比38.4％増加）となりました。

これは、主に税引前中間純利益が12億63百万円（同6.5％増加）となり、また、減価償却費が４億98百万円（同

7.2％減少）、仕入債務の増加額が２億11百万（前年同期56百万円）となった一方で、法人税等の支払額が６億７

百万円（前年同期比9.1％減少）等の資金の減少があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は８億46百万円（同9.7％減少）となりました。これは、

主に有形固定資産の取得による支出５億４百万円（同29.5％減少）、保証金の差入による支出１億94百万円（同

66.2％増加）及び貸付による支出（建設協力金の支出）１億25百万円（同69.1％増加）等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は98百万円（前年同期１億54百万円の収入）となりまし

た。これは、長期借入金の返済による支出61百万円（前年同期比19.5％増加）と支払配当金36百万円（同1.3％減

少）があったことによるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、生産実績は記載しておりません。 

(2）仕入実績 

 当中間会計期間の原材料の仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社は、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、受注状況は記載しておりません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間における主な研究開発活動は、新規メニュー開発のための食材購入費等で総額179千円となっており

ます。 

品目 
当中間会計期間  

 （自 平成18年11月１日 
 至 平成19年４月30日） 

前年同期比（％） 

魚介類（千円） 6,973,807 131.3 

穀類・麺類（千円） 964,280 122.5 

調味料（千円） 681,763 108.3 

野菜・果物類（千円） 547,584 129.0 

酒類・飲料（千円） 462,174 114.8 

その他（千円） 1,143,890 111.3 

合計（千円） 10,773,500 125.5 

事業部門別 
当中間会計期間 

 （自 平成18年11月１日 
 至 平成19年４月30日） 

前年同期比（％） 

回転すし（千円） 23,281,809 121.7 

合計（千円） 23,281,809 121.7 
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第３【設備の状況】 
１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の変更 

前事業年度末に計画していた設備計画は、次のように変更いたしました。 

 （注）１．前事業年度末の計画に比べ関西地区、中部地区及び関東地区の各地区の店舗数が各２店舗減少となっており

ます。 

２．投資予定金額（総額）は、前事業年度末の3,843百万円から3,159百万円に変更しております。 

３．投資予定金額（総額）には、敷金及び差入保証金776百万円を含んでおります。 

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

５．上記金額には、当中間会計期間に完了したものも含まれております。 

６．月別出店計画は、次のとおりであります。 

（注）平成18年11月から平成19年６月までの店舗数は実績数に一致しております。 

(2)重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた重要な設備の新設のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)重要な設備の改修、新設、除却等 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画していた重要な設備の改修に変更はありません。また、新たに確

定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

所在地 店舗数 
事業部門別
の名称 

設備の内容 

投資予定
金額（総
額） 
(百万円) 

資金調達方法 着手 完了予定 
増加能力 

(増加客席数)

 関西地区 4  回転すし  店舗設備 525  自己資金 平成18年８月 平成19年10月 780 

 中部地区 5  回転すし  店舗設備 612  自己資金 平成18年９月 平成19年10月 975 

 関東地区 15  回転すし  店舗設備 2,022  自己資金  平成18年７月 平成19年10月 2,906 

合計 24 － － 3,159 － － － 4,661 

年月 
平成18年 
11月 

12月 
平成19年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

店舗数 3 2 2  － 1 2 －  － 4 2 3 5

所在地 店舗数 
事業部門別
の名称 

設備の内容 
投資額 

(百万円) 
完了年月 

増加能力 
(増加客席数)

関西地区 1  回転すし  店舗設備 136  平成18年12月 195 

中部地区 2  回転すし  店舗設備 230  平成18年11月～平成19年１月 390 

関東地区  7  回転すし  店舗設備 878  平成18年11月～平成19年４月 1,338 

合計 10 － － 1,245 － 1,923 
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第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年７月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権（ストックオプ 

    ション）の行使により発行されたものは含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000 

計 400,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

(平成19年４月30日) 
提出日現在発行数（株）
(平成19年７月13日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 103,304.6 103,494.6 東京証券取引所 市場第一部 － 

計 103,304.6 103,494.6 － － 
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(2）【新株予約権等の状況】 

提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ20並びに280条ノ21の規定に基づく新株予約

権（ストックオプション））に関する事項は次のとおりであります。 

平成17年１月28日定時株主総会決議 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものと致します。 

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使

により新株式の発行または自己株式の処分を行う場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものと致します。 

  
中間会計期間末現在 

（平成19年４月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年６月30日） 

新株予約権の数（個） 100 5 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） - - 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注)２ 200(注)３ 10  

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)１ 158,950(注)３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年２月１日 

至 平成22年１月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） (注)１ 

発行価格    158,950(注)３

資本組入額   79,475 
同左 

新株予約権の行使の条件 

付与の対象者は権利行使時にお

いても当社または、当社の関係

会社の取締役、監査役または従

業員であることを要します。 

ただし、任期満了による退任、

定年退職、その他正当な理由の

ある場合を除きます。 

その他の権利行使の条件は当社

と付与対象者との間で締結した

「新株予約権割当契約」による

ものとします。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入その他の処分

は認められません。 

対象者につき相続が開始した場

合は、本権利は失効し、相続人

その他の承継人は新株予約権を

行使することが出来ません。 

同左 

代用払込みに関する事項        - - 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
       - - 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 

または処分株式数
× 

１株当たり払込価

額または処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

新株式発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数 
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２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するものと

致します。ただし、かかる調整は当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式数についての

み行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものと致します。 

３．平成17年１月28日開催の定時株主総会において決議された新株予約権の数100個、株式数100株及び発行価格

317,900円は、平成18年５月１日の株式分割の結果、上記１、２により平成19年４月30日現在、新株予約権の

数100個、株式数200株及び発行価格158,950円に調整されております。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）平成19年５月１日から平成19年６月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が190株、資本  

    金及び資本準備金がそれぞれ15,100千円増加しております。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年11月１日～ 

平成19年４月30日 
－ 103,304.6 － 1,989,434 － 2,318,489 
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(5）【大株主の状況】 

 （注）1．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 

    2．フィデリティ投信株式会社より、平成18年２月22日付で提出された大量保有報告書により、平成18年２月15

日現在で、7,526株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に含めておりません。 

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

        大量保有者    フィデリティ投信株式会社 

        住   所    東京都港区虎ノ門四丁目３番１号  城山トラストタワー 

        保有株券等の数  7,526株 

        株券等保有割合  14.63％ 

        (上記保有株券等の数は、平成18年５月１日付の株式分割前の数であります。) 

  平成19年４月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

株式会社ウォルナットコーポレーション 堺市中区樽葉170－１－406 23,795.0 23.03 

田中 信 堺市東区 11,558.2 11.18 

田中 邦彦 堺市東区 10,878.2 10.53 

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 9,312.0 9.01 

田中 節子 堺市東区 5,184.0 5.01 

メロンバンクトリーティークライアンツオム

ニバス 

 (常任代理人 香港上海銀行  東京支店) 

ONE BOSTON PLACE BOSTON ,MA 02108, 

 U.S.A 

 (東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

4,580.0 4.43 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 3,405.0 3.29 

くらコーポレーション従業員持株会 堺市中区深阪1035番地２ 1,455.0 1.40 

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロン

ドンエスエルオムニバスアカウント 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート

銀行兜町証券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 

EC2P 2HD,ENGLAND 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

1,424.0 1.37 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

(信託口) 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,108.0 1.07 

計 － 72,699.4 70.37 
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(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が10株含まれております。また、「議決権

の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

   前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年４月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         4 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   103,299 103,299 － 

単元未満株式 普通株式     1.6 － － 

発行済株式総数 普通株式   103,304.6 － － 

総株主の議決権 － 103,299 － 

  平成19年４月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社くらコーポレー

ション 

堺市中区深阪1035番地

２ 
4 － 4 0.00 

計 － 4 － 4 0.00 

月別 平成18年11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 

最高（円） 274,000 261,000 279,000 275,000 274,000 286,000 

最低（円） 215,000 232,000 240,000 256,000 249,000 254,000 
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第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年11月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年11月１日から平成18年４月30日ま

で）の中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間（平成18年11月１日か

ら平成19年４月30日まで）の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年４月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年４月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   802,801 1,858,875 1,348,091 

２．たな卸資産   180,161 194,011 123,039 

３．前払費用   267,124 295,401 292,177 

４．繰延税金資産   49,941 55,364 69,171 

５．その他   203,991 126,560 120,121 

流動資産合計     1,504,020 11.1 2,530,212 16.8   1,952,600 13.6

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物 ※２ 4,536,973     5,087,486     4,994,395     

(2）構築物   442,435 462,754 473,163 

(3）機械及び装置   1,015,560 789,908 885,654 

(4）工具器具及び
備品 

  786,560 575,960 661,765 

(5）土地 ※２ 785,769 785,769 785,769 

(6）その他   196,723 51,509 96,973 

有形固定資産合
計 

  7,764,021 7,753,389 7,897,720 

２．無形固定資産   48,751     74,812     60,080     

３．投資その他の資
産 

                    

(1）長期貸付金   1,555,673 1,841,518 1,772,575 

(2）長期前払費用   407,166     416,175     419,887     

(3）繰延税金資産   20,060 15,871 20,268 

(4）差入保証金   2,247,021 2,435,581 2,211,643 

(5）保険積立金   19,460 19,460 19,460 

(6）その他   9,600     －     8,400     

(7）貸倒引当金   △9,600 － △8,400 

投資その他の資
産合計 

  4,249,381     4,728,607     4,443,834     

固定資産合計     12,062,154 88.9 12,556,809 83.2   12,401,635 86.4

資産合計     13,566,175 100.0 15,087,021 100.0   14,354,236 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成18年４月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年４月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   1,632,447 1,998,959 1,787,038 

２．１年以内返済予
定の長期借入金 

※２ 205,000 246,250 205,000 

３．未払金   1,317,547 1,397,385 1,276,584 

４．未払法人税等   594,000 573,000 687,000 

５．その他   242,451 248,380 352,971 

流動負債合計     3,991,445 29.4 4,463,976 29.6   4,308,593 30.0 

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※２ 480,000     233,750     336,250     

固定負債合計     480,000 3.6 233,750 1.5   336,250 2.4 

負債合計     4,471,445 33.0 4,697,726 31.1   4,644,843 32.4

        

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     1,989,434 14.6 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   2,318,489 － － 

資本剰余金合計     2,318,489 17.1 － －   － － 

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   83,675 － － 

２．任意積立金   3,960,000 － － 

３．中間未処分利益   743,619 － － 

利益剰余金合計     4,787,294 35.3 － －   － － 

Ⅳ 自己株式     △489 △0.0 － －   － －

資本合計     9,094,729 67.0 － －   － －

負債資本合計     13,566,175 100.0 － －   － － 

        

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金     － －   1,989,434 13.2   1,989,434 13.9 

２．資本剰余金       

(1）資本準備金   － 2,318,489 2,318,489 

資本剰余金合計     － －   2,318,489 15.4   2,318,489 16.1

３．利益剰余金       

(1）利益準備金   －     83,675     83,675     

(2）その他利益剰
余金 

      

別途積立金   － 5,160,000 3,960,000 

繰越利益剰余
金 

  － 838,185 1,358,283 

利益剰余金合計     － － 6,081,860 40.3   5,401,958 37.6

４．自己株式     － － △489 △0.0   △489 △0.0

株主資本合計     － － 10,389,295 68.9   9,709,393 67.6

純資産合計     － － 10,389,295 68.9   9,709,393 67.6

負債純資産合計     － － 15,087,021 100.0   14,354,236 100.0

        

2007/07/05 16:54:37株式会社くらコーポレーション/半期報告書/2007-04-30



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月１日 

至 平成19年４月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年11月１日 

至 平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     19,132,170 100.0   23,281,809 100.0   40,854,126 100.0 

Ⅱ 売上原価     9,241,548 48.3 11,479,193 49.3   19,945,453 48.8

売上総利益     9,890,621 51.7 11,802,616 50.7   20,908,672 51.2

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    8,743,410 45.7   10,458,331 44.9   18,558,011 45.4 

営業利益     1,147,210 6.0 1,344,284 5.8   2,350,660 5.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   98,642 0.5   91,916 0.3   182,463 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２   7,897 0.0 6,999 0.0   18,812 0.0

経常利益     1,237,956 6.5 1,429,202 6.1   2,514,311 6.2

Ⅵ 特別利益 ※３   1,200 0.0 27,442 0.1   2,400 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   52,644 0.3 193,266 0.8   119,573 0.3

税引前中間(当
期)純利益 

    1,186,511 6.2 1,263,378 5.4   2,397,137 5.9

法人税、住民税
及び事業税 

  552,007     528,084     1,167,406     

法人税等調整額   17,157 569,165 3.0 18,203 546,288 2.3 △2,279 1,165,127 2.9

中間(当期)純利
益 

    617,346 3.2   717,090 3.1   1,232,010 3.0

前期繰越利益     126,272     －     －   

中間未処分利益     743,619 －   －
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③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 

  

前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

  

株主資本 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年10月31日 残高
（千円） 

1,989,434 2,318,489 2,318,489 83,675 3,960,000 1,358,283 5,401,958 △489 9,709,393 9,709,393

中間会計期間中の変動額       

別途積立金の積立て － － － － 1,200,000 △1,200,000 － － － －

剰余金の配当 － － － － － △37,188 △37,188 － △37,188 △37,188

中間純利益 － － － － － 717,090 717,090 － 717,090 717,090

中間会計期間中の変動額
合計（千円） 

－ － － － 1,200,000 △520,097 679,902 － 679,902 679,902

平成19年４月30日 残高
（千円） 

1,989,434 2,318,489 2,318,489 83,675 5,160,000 838,185 6,081,860 △489 10,389,295 10,389,295

  

株主資本 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成17年10月31日 残高
（千円） 

1,968,118 2,297,173 2,297,173 83,675 2,910,000 1,223,573 4,217,248 △489 8,482,051 8,482,051

事業年度中の変動額       

新株の発行 21,316 21,316 21,316 － － － － － 42,632 42,632

別途積立金の積立て － － － － 1,050,000 △1,050,000 － － － －

剰余金の配当 － － － － － △37,301 △37,301 － △37,301 △37,301

役員賞与 － － － － － △10,000 △10,000 － △10,000 △10,000

当期純利益 － － － － － 1,232,010 1,232,010 － 1,232,010 1,232,010

事業年度中の変動額合計
（千円） 

21,316 21,316 21,316 － 1,050,000 134,709 1,184,709 － 1,227,341 1,227,341

平成18年10月31日 残高
（千円） 

1,989,434 2,318,489 2,318,489 83,675 3,960,000 1,358,283 5,401,958 △489 9,709,393 9,709,393
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 
  
  

(自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間 
  
  

(自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  

税引前中間（当期）純利益   1,186,511 1,263,378 2,397,137

減価償却費   537,185 498,677 1,113,232

貸倒引当金の減少額   △1,200 △8,400 △2,400

受取利息   △14,046 △17,018 △28,650

支払利息   4,603 5,543 9,413

固定資産除却損   26,524 4,187 34,876

賃借契約解約損   20,666 － 20,666

店舗閉鎖損失   － 150,133 44,627

たな卸資産の増減額   925 △70,972 58,047

その他流動資産の増減額   △81,583 15,210 △58,761

店舗釣銭用保証金の増加額   △85,701 △95,419 △30,411

仕入債務の増加額   56,208 211,921 210,799

未払消費税等の増減額   24,679 △109,251 132,750

その他流動負債の増減額   △34,281 138,561 63,484

一括購入資産の減少額   32,394 19,716 54,091

役員賞与の支払額   － － △10,000

その他   51,359 61,037 187,619

小計   1,724,248 2,067,305 4,196,526

利息の受取額   0 65 37

利息の支払額   △4,027 △4,846 △9,188

法人税等の支払額   △668,437 △607,380 △1,231,199

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  1,051,782 1,455,143 2,956,176
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前中間会計期間 
  
  

(自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間 
  
  

(自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  

有形固定資産の取得による
支出 

  △715,979 △504,953 △1,540,140

無形固定資産の取得による
支出 

  △34,647 △21,283 △48,094

貸付による支出   △74,441 △125,864 △340,564

保証金の差入による支出   △117,287 △194,880 △227,169

保証金の回収による収入   18,912 23,123 62,392

その他の投資等の取得によ
る支出 

  △14,979 △31,244 △61,907

その他の投資等の売却等に
よる収入 

  1,200 8,400 2,400

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △937,222 △846,702 △2,153,084

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  

長期借入による収入   200,000 － 200,000

長期借入金の返済による支
出 

  △51,250 △61,250 △195,000

株式の発行による収入   42,632 － 42,632

配当金の支払額   △37,290 △36,816 △37,430

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  154,091 △98,066 10,201

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  △198 409 450

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   268,454 510,783 813,744

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  534,347 1,348,091 534,347

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※１  802,801 1,858,875 1,348,091
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

 至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

 至 平成19年４月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年11月１日 

 至 平成18年10月31日) 

１. 資産の評価

基準及び評

価方法 

たな卸資産 

原材料 

 月次総平均法による原価法を

採用しております。 

たな卸資産 

原材料 

同左 

たな卸資産 

原材料 

同左 

貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用してお

ります。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２. 固定資産の

減価償却の

方法 

(１)有形固定資産 

 定率法を採用しております。

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ８～41年 

機械及び装置   ３～13年 

工具器具及び備品 ３～15年 

  

  

───────── 

(１)有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 (会計方針の変更) 

 法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日 

政令第83号))に伴い、平成19年

４月１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しておりま

す。これによる損益に与える影

響は軽微であります。 

(１)有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

───────── 

       
   (２)無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間 (５年) に基づく定額法を

採用しております。 

 (２)無形固定資産 

同左 

 (２)無形固定資産 

同左 

       
   (３)長期前払費用 

 定額法を採用しております。

但し、食器等、新規出店に際し

一括して購入し、長期にわたり

使用する物品については、償却

年数４年、残存価額ゼロとする

級数法を採用しております。 

 (３)長期前払費用 

同左 

 (３)長期前払費用 

同左 
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項目 

前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

 至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

 至 平成19年４月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年11月１日 

 至 平成18年10月31日) 

３. 引当金の計

上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上することとしておりま

す。 

貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

４. 外貨建の資

産及び負債

の本邦通貨

への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５. リース取引

の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

６. 中間キャッ

シュ・フロ

ー計算書(キ

ャッシュ・

フロー計算

書)における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

７. その他中間

財務諸表(財

務諸表)作成

のための基

本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のうえ、流

動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年11月１日 

 至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年11月１日 
 至 平成19年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年11月１日 
 至 平成18年10月31日) 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日）)及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

  

  

───────── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

  

 (役員賞与に関する会計基準) 

  当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響

はありません。 

   

  

─────────  

  

   

  

  

   

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

  

  

 ───────── 

  

  

───────── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は9,709,393千円でありま

す。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年４月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年４月30日） 

前事業年度末 
（平成18年10月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

3,793,846千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

4,755,593千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

4,304,281千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

(イ）担保に提供している資産 

※２．担保資産及び担保付債務 

(イ）担保に提供している資産 

※２．担保資産及び担保付債務 

(イ）担保に提供している資産 

建物 157,962千円

土地 248,399千円

計 406,362千円

建物 150,079千円

土地 248,399千円

計 398,478千円

建物          153,832千円

土地 248,399千円

計 402,232千円

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 

１年以内 

返済予定の 

長期借入金 

100,000千円

長期借入金 150,000千円

計 250,000千円

１年以内 

返済予定の 

長期借入金 

120,000千円

長期借入金 115,000千円

計 235,000千円

１年以内 

返済予定の 

長期借入金 

100,000千円

長期借入金 150,000千円

計 250,000千円

３．貸出コミットメント 

 当社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行１行と貸出

コミットメント契約を締結しておりま

す。 

 当中間会計期間末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。 

３．貸出コミットメント 

 当社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため、取引銀行１行と貸

出コミットメント契約（15億円）を締

結しております。 

 また、不測の事態に備え、流動性を

確保するためのバックアップラインと

して、シンジケーション方式の長期コ

ミットメントライン契約（20億円）を

締結しております。 

 当中間会計期間末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。 

３．貸出コミットメント 

 当社においては、従来より運転資金

の効率的な調達を行うため、取引銀行

１行と貸出コミットメント契約（15億

円）を締結しております。 

 また、新たに不測の事態に備え、流

動性を確保するためのバックアップラ

インとして、シンジケーション方式の

長期コミットメントライン契約（20億

円）を締結しております。 

 当事業年度末における貸出コミット

メントに係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。 

貸出コミットメント

の総額 
1,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,500,000千円

貸出コミットメント

の総額 
3,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,500,000千円

貸出コミットメント

の総額 
3,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,500,000千円
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 14,046千円

受取手数料 36,658千円

受取利息 17,018千円

受取手数料 54,837千円

受取利息 28,650千円

受取手数料 89,934千円

※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 4,603千円 支払利息 5,543千円 支払利息 9,413千円

※３．特別利益のうち重要なもの ※３．特別利益のうち重要なもの ※３．特別利益のうち重要なもの 

貸倒引当金戻入額 1,200千円 貸倒引当金戻入額 8,400千円

租税還付金等 19,042千円

貸倒引当金戻入額 2,400千円

   

※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの 

固定資産除却損 31,977千円

賃借契約解約損 20,666千円

固定資産除却損 5,518千円

店舗閉鎖損失 186,731千円

固定資産除却損 43,346千円

店舗閉鎖損失 

賃借契約解約損 

55,560千円

  20,666千円

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 532,635千円

無形固定資産 1,914千円

有形固定資産 489,117千円

無形固定資産 6,551千円

有形固定資産 1,103,506千円

無形固定資産 4,032千円
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  (注) 会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため、当中間会計期間末の残高はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当中間会計期間増 
加株式数（株） 

当中間会計期間減 
少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 103,304.6 － － 103,304.6 

合計 103,304.6 － － 103,304.6 

自己株式         

普通株式 4.4 － － 4.4 

合計 4.4 － － 4.4 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計
期間末残高
（千円） 前事業年度

末 
当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

 提出会社  
ストック・オプションとし

ての新株予約権 
－ － － － － －

合計 － － － － － －

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年１月30日 

定時株主総会 
普通株式 37,188 360 平成18年10月31日 平成19年１月31日
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前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１．発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使による増加が200株、平成18年３月15日開催の取締役会決議によ 

     り、平成18年５月１日をもって普通株式１株を２株に分割したことに伴う増加が51,652.2株であります。 

   ２．自己株式の増加は、平成18年３月15日開催の取締役会決議により、平成18年５月１日をもって普通株式１株 

     を２株に分割したことに伴う増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  (注) 会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため、前事業年度末の残高はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  (注) １ 51,452.4 51,852.2 － 103,304.6 

合計 51,452.4 51,852.2 － 103,304.6 

自己株式         

普通株式  (注) ２ 2.4 2.0 － 4.4 

合計 2.4 2.0 － 4.4 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高 
（千円） 前事業年度

末 
当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

 提出会社 
ストック・オプションとし

ての新株予約権 
－ － － － － －

合計 － － － － － －

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年１月30日 

定時株主総会 
普通株式 37,301 725 平成17年10月31日 平成18年１月31日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年１月30日 

定時株主総会 
普通株式 37,188  利益剰余金 360 平成18年10月31日 平成19年１月31日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成18年４月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成19年４月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成18年10月31日現在） 

現金及び預金勘定 802,801千円

現金及び現金同等物 802,801千円

現金及び預金勘定 1,858,875千円

現金及び現金同等物 1,858,875千円

現金及び預金勘定 1,348,091 千円

現金及び現金同等物 1,348,091 千円

２．同一相手先に対する店舗地代家

賃の支払と、貸付金（利息含む）

の回収は相殺されております。 

  ２．        同左   ２．        同左 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額

相当額 

  減価償却

累計額相

当額 

  中間期末

残高相当

額 

  千円  千円  千円

機械及び

装置 
1,186,043

  
498,935

  
687,107

車両運搬

具 
82,132

  
28,708

  
53,423

工具器具

及び備品 
574,296

  
185,350

  
388,945

ソフトウ

ェア 
985,195

  
321,401

  
663,794

合計 2,827,668  1,034,396  1,793,271

  
取得価額

相当額 

  減価償却

累計額相

当額 

  中間期末

残高相当

額 

  千円  千円  千円

機械及び

装置 
1,514,210

 
645,528

 
868,682

車両運搬

具 
74,498

 
30,213

 
44,285

工具器具

及び備品 
938,407

 
286,028

 
652,378

ソフトウ

ェア 
1,147,853

 
502,054

 
645,799

合計 3,674,970  1,463,824  2,211,145

  
取得価額

相当額 

  減価償却

累計額相

当額 

 
期末残高

相当額 

  千円  千円  千円

機械及び

装置 
1,400,712

  
579,860

 
820,852

車両運搬

具 
100,511

  
37,916

 
62,594

工具器具

及び備品 
782,250

  
231,028

 
551,222

ソフトウ

ェア 
1,061,271

  
396,147

 
665,124

合計 3,344,747  1,244,953  2,099,793

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

    未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 519,571千円

１年超 1,295,791千円

合計 1,815,362千円

１年内 608,285千円

１年超 1,633,390千円

合計 2,241,675千円

１年内 582,532千円

１年超 1,543,418千円

合計 2,125,951千円

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 285,673千円

減価償却費相当額 270,404千円

支払利息相当額 18,273千円

支払リース料 346,108千円

減価償却費相当額 324,705千円

支払利息相当額 27,715千円

支払リース料 592,247千円

減価償却費相当額 559,220千円

支払利息相当額 41,223千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

              同左 

（減損損失について） 

同左  
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年４月30日現在） 

 当社は、有価証券を所有しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成19年４月30日現在） 

当社は、有価証券を所有しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度末（平成18年10月31日現在） 

当社は、有価証券を所有しておりませんので、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
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（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成18年５月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行って 

   いるため、平成17年ストック・オプションは株式分割後の株式数に換算しております。なお、平成16年ストック・

   オプションは当該株式分割前に権利行使されているため、株式分割前の株式数にて記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

（注）平成18年５月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っているため、平成17年ストック・オプションは株

   式分割後の株式数に換算しております。平成16年ストック・オプションは当該株式分割前に権利行使されているた

   め、株式分割前の株式数にて記載しております。 

  
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社取締役１名、当社従業員５名 当社取締役２名、当社従業員４名 

ストック・オプション数 普通株式  200 株 普通株式  200 株 

付与日 平成16年２月16日 平成17年１月28日 

権利確定条件 

付与日（平成16年２月16日）以降、権利 

確定日（平成18年１月31日）まで継続して

勤務していること。 

ただし、任期満了による退任、定年退職、

その他正当な理由のある場合を除きます。

付与日（平成17年１月28日）以降、権利 

確定日（平成19年１月31日）まで継続して

勤務していること。 

ただし、任期満了による退任、定年退職、

その他正当な理由のある場合を除きます。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成18年２月１日 

至 平成21年１月31日  

自 平成19年２月１日 

至 平成22年１月31日 

    
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）     

前事業年度末   200 200 

付与   － － 

失効   － － 

権利確定   200 － 

未確定残   － 200 

権利確定後 （株）     

前事業年度末   － － 

権利確定   200 － 

権利行使   200 － 

失効   － － 

未行使残   － － 
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② 単価情報 

 （注）平成18年５月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っているため、平成17年ストック・オプションは

    株式分割後の権利行使価格に調整して記載しております。なお、平成16年ストック・オプションは当該株式分割 

       前に権利行使されているため、株式分割前の権利行使価格及び行使時平均株価にて記載しております。 

 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

該当事項はありません。 

（企業結合等） 

当中間会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 

該当事項はありません。 

    
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 213,161 158,950 

行使時平均株価 （円） 740,150 － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － 
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（１株当たり情報） 

(注)１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のと 

  おりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

176,083.83円 100,573.82円 93,992.01円 

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

11,981.38円 6,941.81円 11,940.78円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

   11,947.39円  6,936.65円   11,918.28円 

  

  

 当社は、平成18年５月１日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。      

  当社は、平成18年５月１日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。 

  なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度にお

ける１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

  １株当たり純資産額 １株当たり純資産額  

   88,041.91円  82,332.87円 

  １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益  

    5,990.69円 10,611.76円 

  潜在株式調整後１株当たり中間純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

    5,973.70円 10,581.24円 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間(当期)純利益(千円) 617,346 717,090 1,232,010 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益

(千円) 
617,346 717,090 1,232,010 

普通株式の期中平均株式数(株) 51,525.5 103,300.2 103,176.7 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益 
      

中間(当期)純利益調整額(千円) － － － 

普通株式増加数(株) 146.6 76.9 194.7 

(うち新株予約権)   （146.6) （76.9) （194.7)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

────── ────── ────── 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

 平成18年３月15日開催の取締役会

において、株式の分割（無償交付）

を次のとおり決議しております。 

１．平成18年５月１日付をもって普

通株式１株を２株に分割する。 

(１)分割により増加する株式数 

普通株式 51,652.2株 

(２)分割の方式 

 平成18年４月30日(日曜日)[た

だし、当日及び前日は名義書換

代理人の休業日につき、実質上

は平成18年４月28日(金曜日）]

最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主

並びに端株原簿に記載または記

録された端株主の所有株式数

を、１株につき２株の割合をも

って分割する。ただし、分割の

結果生ずる１株未満の端数は、

これを一括売却または買受け

し、その代金を端数の生じた株

主に対し、その端数に応じて分

配する。 

 ──────── 

  

  

  

  

  

 ──────── 

  

  

  

  

      

２．配当起算日 

平成18年５月１日 

 当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会

計期間及び前事業年度における

１株当たり情報並びに当期首に

行われたと仮定した場合の当中

間会計期間における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおり

となります。 

  

  

  

  

  

前中間会計期
間 

当中間会計期
間 

前事業年度 

１株当たり純
資産額 
77,044.48円 

１株当たり純
資産額 
88,041.91円 

１株当たり純
資産額 
82,332.87円 

１株当たり中
間純利益 
5,315.69円 

１株当たり中
間純利益 
5,990.69円 

１株当たり当
期純利益 
10,611.76円 

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益 
5,303.44円 

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益 
5,973.70円 

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益 
10,581.24円 
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(2）【その他】 

該当事項はありません。 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第11期）（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日）平成19年１月31日近畿財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年６月３０日

株式会社くらコーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

くらコーポレーションの平成１７年１１月１日から平成１８年１０月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平

成１７年１１月１日から平成１８年４月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社くらコーポレーションの平成１８年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年１１月１日から平成１８年４月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 田   義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 美 若 晃 伸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年７月１０日

株式会社くらコーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

くらコーポレーションの平成１８年１１月１日から平成１９年１０月３１日までの第１２期事業年度の中間会計期間（平

成１８年１１月１日から平成１９年４月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社くらコーポレーションの平成１９年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年１１月１日から平成１９年４月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  
  指 定 社 員

業務執行社員 
公認会計士 森 田   義 

      

  指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 神 谷 直 巳 
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